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の就業継続の同時性を考慮するために Bivariate probit モデルを用いて推計を行ったところ、
賃貸住宅か持ち家かによって第 2 子目の出産確率が異なる、夫の通勤時間と保育所定員数
が第 1 子目の出産と相関が持つ、という結果を得た。 
 
                                                        
∗  本研究は、経済産業研究所における「少子化問題研究会」の一環として実施された。本稿
作成にあたり、 「少子化問題研究会」メンバー、ならびに経済産業研究所 DP 検討会出席者
からは、多数の有益なコメントを頂いた。とりわけ、吉川洋氏（東京大学経済学部教授） 、
山口一男氏（シカゴ大学社会学部教授） 、森川正之氏（経済産業省産業構造課長） 、山田正
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RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、活発な
議論を喚起することを目的としています。 論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表す
るものであり、 （独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 1.  はじめに 
わが国においては、急速な少子化が進行している。合計特殊出生率に注目すると、第二









  図１は、2004 年時点における都道府県別の合計特殊出生率（以下、TFR）をみると、もっとも低い
のが東京都の 1.01、ついで低いのが京都府の 1.14、以下、奈良県、北海道、埼玉県、神奈川県と
続く。TFRは、東京を中心とする１都３県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、大阪を中心とする
2 府 2 県（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）の二つのエリアで値が小さくなっている。逆に、沖縄
県、宮崎県、福島県、鳥取県で1.5以上と大きくなっている。  このようにTFRは地域によって、かな
り大きな格差がみられる観察される。 










(1)  夫の所得水準・女性のライフスタイル 
夫の所得水準は、経済的な余裕を意味するので、各家庭の子ども数に大きな影響を及
                                                        



























































  本論文の構成は以下のとおりである。第 2 節では、これまでの研究についてサーベイし、本研究
の特徴を整理する。第 3 節ではデータと推計方法を、第 4 節では分析結果を提示して、第 5 節で
結論を述べる。 
 
































































































布である。首都圏と京阪神では平均通勤時間が長くなっており、最長の神奈川県では 97 分（1 時
                                                                                                                                                                    
 
 






























































3.  データと推定方法 
  今回使用するデータは財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」（以下、家計
研パネル調査と呼ぶ）の1993年から2005年までの13年間のマイクロデータである。この調査は初
年度の 1993 年に 24 歳から 34 歳の全国から無作為抽出された 1500 人の女性を対象としており、











(1)  全サンプル：ｔ－1 期の子ども数に制約を置かない 
(2)  第１子目出産：ｔ－1 期に子どもがいないサンプルを分析の対象。 
(3)  第２子目出産：ｔ－1 期にすでに子どもが 1 人いるサンプル 
 











妻が出産する  ：Y1=1 
   (1) 
出産しない  ：Y1=0 
 
 
妻が就業する  ：Y2=1 
   (2) 











                                                        
8  我々のサンプル期間（1994～2005 年）において、t-1 期に雇用就業し、二人子どもがいる







































  () ( ) i i i i Z X Y Y Z X , | , Pr , , 2 1 2 = Φ ρ
 
なお、この ρ は誤差項の相関係数であり、ρ=0 であれば(1)と(2)の選択は独立であることを示し、




























                                                        

















































































以上の変数の記述統計量は Appendix Table A1 に掲載してある。 
 
4.  分析結果 
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夫学歴 短大・専門卒 0.035 -0.085 0.173
ref:中高卒 [0.38] [-0.58] [0.96]
大学以上卒 0.001 -0.118 0.201
[0.01] [-0.86] [1.13]
所得変数 妻の推定賃金率 -0.286 -0.309 -0.334
[-4.20]*** [-2.89]*** [-2.44]***
夫の月収（対数値） 0.003 0.192 -0.071
[0.03] [1.28] [-0.50]
夫の就業状態 夫・自営業ダミー 0.093 0.123 -0.038
ref:夫の雇用就業 [0.74] [0.58] [-0.16]
年齢 年齢（本人） 0.521 0.595 0.627
[3.69]*** [2.46]** [2.18]**
年齢の2乗項（本人） -0.008 -0.009 -0.010
[-3.75]*** [-2.41]*** [-2.16]***




親との同居 同居 0.210 0.178 0.186
ref:県内外・死亡 [1.81]* [0.88] [0.84]
準同居・近居 0.113 0.210 -0.021
[1.32] [1.71]* [-0.13]
住宅変数 賃貸住宅ダミー -0.153 -0.012 -0.309
ref:持ち家あり [-1.56] [-0.07] [-1.74]*
住宅ローンダミー -0.091 -0.013 -0.382
[-0.96] [-0.08] [-2.18]***
時間変数 夫の通勤時間 -0.026 -0.109 -0.053
[-0.69] [-1.74]* [-0.73]
夫の労働時間 -0.028 -0.015 -0.008
[-1.77]* [-0.59] [-0.26]
家族政策 児童一人当たりの保育園定員数 0.397 1.203 0.182
[1.28] [2.24]** [0.33]
景気動向 都道府県別求人倍率 -0.120 -0.250 0.025
[-0.72] [-0.90] [0.08]




所得変数 妻の推定賃金率 -0.049 0.092 -0.036
[-0.98] [1.02] [-0.35]
夫の月収（対数値） -0.029 -0.153 -0.248
[-0.45] [-1.13] [-1.55]
夫の就業状態 夫・自営業ダミー -0.235 -0.085 -0.282
ref:夫の雇用就業 [-2.62]*** [-0.43] [-1.36]
年齢 年齢（本人） 0.327 0.287 0.369
[4.11]*** [1.76]* [2.02]**




親との同居 同居 0.324 0.262 0.194
ref:県内外・死亡 [4.13]*** [1.51] [1.14]
準同居・近居 0.158 0.114 0.134
[2.49]** [1.03] [1.02]
景気動向 都道府県別求人倍率 0.281 0.563 0.324
[2.18]** [2.09]** [1.09]
住宅関連 住宅ローンダミー -0.002 0.067 0.116
[-0.04] [0.54] [0.94]
時間変数 夫の通勤時間 0.026 0.042 -0.074
[0.86] [0.73] [-1.19]
夫の労働時間 -0.019 -0.038 -0.011
[-1.49] [-1.51] [-0.40]
家族政策 児童一人当たりの保育園定員数 0.171 -0.262 0.195
[0.71] [-0.52] [0.37]
定数項 -5.105 -4.411 -4.970
[-4.03]*** [-1.74]* [-1.75]*
ρ -0.566 -0.707 -0.363
[-10.75]*** [-8.58]*** [-3.80]***
Yes Yes Yes











夫学歴 短大・専門卒 0.036 -0.087 0.175
ref:中高卒 [0.39] [-0.59] [0.97]
大学以上卒 0.003 -0.121 0.201
[0.03] [-0.87] [1.13]
所得変数 妻の推定賃金率 -0.286 -0.308 -0.336
[-4.21]*** [-2.87]*** [-2.45]***
夫の月収（対数値） 0.004 0.191 -0.074
[0.05] [1.27] [-0.52]
夫の就業状態 夫・自営業ダミー 0.092 0.127 -0.041
ref:夫の雇用就業 [0.73] [0.60] [-0.17]
年齢 年齢（本人） 0.521 0.596 0.629
[3.69]*** [2.46]** [2.19]**
年齢の2乗項（本人） -0.008 -0.009 -0.010
[-3.75]*** [-2.42]*** [-2.16]***




親との同居 同居 0.206 0.182 0.192
ref:県内外・死亡 [1.77]* [0.89] [0.86]
準同居・近居 0.109 0.214 -0.016
[1.25] [1.73]* [-0.10]
住宅変数 賃貸住宅ダミー -0.100 -0.059 -0.368
ref:持ち家あり [-0.61] [-0.25] [-1.19]
都道府県別家賃格差指数×賃貸住宅ダミー -0.001 0.001 0.001
[-0.41] [0.27] [0.24]
住宅ローンダミー -0.090 -0.014 -0.382
[-0.96] [-0.08] [-2.18]***
時間変数 夫の通勤時間 -0.025 -0.112 -0.054
[-0.64] [-1.76]* [-0.75]
夫の労働時間 -0.028 -0.015 -0.009
[-1.77]* [-0.58] [-0.28]
家族政策 児童一人当たりの保育所定員数 0.395 1.204 0.187
[1.27] [2.25]** [0.33]
景気動向 都道府県別求人倍率 -0.124 -0.245 0.025
[-0.74] [-0.89] [0.08]




所得変数 妻の推定賃金率 -0.049 -0.125 0.469
[-0.98] [-0.61] [1.82]*
夫の月収（対数値） -0.029 0.092 -0.036
[-0.45] [1.02] [-0.35]
夫の就業状態 夫・自営業ダミー -0.235 -0.154 -0.248
ref:夫の雇用就業 [-2.62]*** [-1.14] [-1.55]
年齢 年齢（本人） 0.327 0.042 -0.074
[4.11]*** [0.73] [-1.20]
年齢の2乗項（本人） -0.004 0.287 0.369
[-3.51]*** [1.76]* [2.02]**
子どもの数 0.086 -0.004 -0.005
[2.92]*** [-1.61] [-1.78]*
時間変数 夫の通勤時間 0.026 -0.085 -0.282
[0.86] [-0.43] [-1.36]
夫の労働時間 -0.019 0.042 -0.074
[-1.49] [0.73] [-1.20]
親との同居 同居 0.325 0.262 0.194
ref:県内外・死亡 [4.14]*** [1.51] [1.14]
準同居・近居 0.158 0.114 0.133
[2.49]** [1.03] [1.01]
景気動向 都道府県別求人倍率 0.280 0.562 0.324
[2.18]** [2.09]** [1.09]
住宅関連 住宅ローンダミー -0.002 0.067 0.116
[-0.04] [0.54] [0.94]
家族政策 児童一人当たりの保育所定員数 0.171 -0.262 0.195
[0.71] [-0.52] [0.37]
定数項 -5.107 -4.407 -4.969
[-4.03]*** [-1.73]* [-1.75]*
ρ -0.566 -0.707 -0.364
[-10.75]*** [-8.58]*** [-3.80]***
Yes Yes Yes



























変数 平均 標準偏差 最小値 最大値
出産ダミー 0.069 0.253 0 1
雇用就業ダミー 0.888 0.316 0 1
妻専門卒 0.392 0.488 0 1
妻大卒 0.125 0.330 0 1
夫専門卒 0.153 0.360 0 1
夫大卒 0.344 0.475 0 1
出生コーホート：59～69年生まれ 0.810 0.393 0 1
出生コーホート：70～73年生まれ 0.116 0.321 0 1
出生コーホート：74～79年生まれ 0.047 0.212 0 1
妻の推定賃金率（円） 8.853 0.950 5.679 10.456
1期前の変数
夫の月収（対数値）（万円） 3.656 0.452 -2.485 6.283
夫・自営業ダミー 0.085 0.278 0 1
夫・雇用就業ダミー 0.932 0.252 0 1
夫・通勤時間（hour） 0.855 0.954 0 6.067
年齢の2乗項（歳） 1213.105 341.255 576 2025
子どもの数（人） 1.597 1.034 0 5
親と同居ダミー 0.289 0.453 0 1
親と準同居、近居ダミー 0.472 0.499 0 1
県内外、死亡ダミー 0.237 0.425 0 1
都道府県別家賃格差指数（東京＝100） 56.917 18.146 29.6 100
賃貸居住ダミー 0.286 0.452 0 1
住宅ローンダミー 0.387 0.487 0 1



































































































































全国 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県
出所：厚生労働省「職業安定業務統計」
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